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第 1 章 自動車産業構造の変革 
1-1. 自動車業界の命題 
2017 年の日本国内の自動車販売台数は 523.4 万台であり、前年比 5.3%増えた。
世界に目を向けると、世界国別自動車販売台数ランキング第 1 位の中国は 2887.9





































は、ショールームの閉店後の 20 時～23 時まで、新型多目的スポーツ車（SUV）


















































表 1 自動運転レベルの定義概要（案） 
 
2017 年 4 月、米テスラ社の時価総額が、米フォード・モーター社を上回り、
米自動車企業で、米ゼネラル・モーターズ社に次ぐ、第 2 位になった。自動運
転（Autonomous）と EV（電気自動車）で高い成長期待が寄せられている。フォー
ド・モーター社の年間販売台数 670 万台に対して、テスラモータース社は 8 万
台であり、今後の期待の大きさが時価総額に表れている。テスラモータース社








レベル システム 自動化 











































1-4. シェアリングエコノミー（Sharing Economy）の変革 
株式会社 NTT ドコモが実施した意識調査によると、5 人に 2 人が「カーシェ
アリングを移動以外の用途で使いたい」と回答している 7)。回答したカーシェ


































（Sharing Economy）を強化している。タイムズカープラスは、約 8,000 拠点
にステーションを配置、配置車数は約 15,000 台あり、業界シェアの過半数を
占める。首都圏に限らず全国の主要都市で高密度に車両を配置しており、全国



























年の販売台数は、前年比 53%増の 77 万 7000 台だった 8)。このうち、EV（電
























はリーフとノートの 2 種類の EV（電気自動車）の開発、販売に注力している。
リーフは、世界中で 30 万台の販売実績のある 100%EV（電気自動車）である。
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ビリティサービス専用 EV“e-Palette Concept”を CES で発表」を参照 
7) 株式会社 NTT ドコモ「d カーシェア」，‘カーシェア時代におけるクルマの使い方’
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